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まずは決算の概況です。１５年度は６期振りの減収、２期振りの増益となりました。 

  

まず、売上高合計は、原料費調整に伴う単価減による都市ガス売上の減少等によ
り前期比１７．８％、４，０７９億円の減収の、１兆８，８４６億円となりました。 

一方、営業費用は、油価下落影響等による都市ガス原材料費の減少等により、 

２０．２％、４，２８１億円減の１兆６，９２６億円となりました。 

  

この結果、営業利益は前期比１１．８％、２０３億円増の１，９２０億円、 

経常利益は１２．３％、２０７億円増の１，８８８億円、となりました。 

また、当期においても、海外上流事業等の減損損失２８２億円を計上したこと等に
より、親会社株主に帰属する当期純利益は１６．８％、１６１億円増の１，１１９億円
となりました。 
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ガス販売量についてご説明いたします。 

全体では、ほぼ前期並みの１５４億３千６百万ｍ3となりました。 

 

内訳としては、お客さま件数の増加があった一方、冬場の高気温による給湯・暖
房需要の減少により、家庭用で、３．４％減の３３億６千５百万ｍ3、業務用で、２．６
％減の２６億７千８百万ｍ3、となりました。 

 

工業用は、前期並みの７２億３千３百万ｍ3、他事業者向け供給では、卸供給先で
の需要増等により、４．２％増の２１億６千１百万ｍ3となりました。 
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４ページには、ビジョンベースでのガス販売量および工業用ガス販売量実績の内
訳を掲載しております 



５ページにはセグメント別の概況を記載しております。 
都市ガスセグメントの利益増加３４９億円が、全体利益を押しあげております。 



６ページでは、各セグメントの利益増減についてお示ししております。 

都市ガスセグメントの主な増益要因は、スライドタイムラグによる影響＋４１４億円
等、となっております。 

その他エネルギーセグメントの電力事業につきましては、扇島パワー３号機の運
転開始により、電力販売量は増加したものの、販売単価減、小売参入に向けた先
行費用投入等により▲１３１億円の減益となりました。 
  

ＬＮＧ販売事業につきましては、外航船による販売数量が大幅増加したことに加え
、原油価格下落に伴う原材料費の減等により＋８０億円の増益となりました。 
  
海外事業は、資源価格下落に伴うLNG・ガス販売単価の減等で上流事業の利益
が減少した結果、▲８９億円の減益となっております。 



7ページにはキャッシュフローの使途を記載しておりますので、ご覧下さい。 



８ページでは、株主還元についてご説明いたします。期末配当金は１株当たり１円
増配の６円とし、年間１１円とさせていただきます。 

加えて４１０億円、１億株を上限とした自己株式取得を今年度中に実施し、消却い
たします。当社は従来より、配当に加え、消却を前提とした自己株式取得を株主
還元策の一つと位置づけ、総分配性向の目標を各年度６割程度としております。 

今期の配当支払いと自社株消却を加えた株主総分配性向は、６０.１％となる予定
です。 
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ここからは２０１６年度の見通しについてご説明申し上げます。 

１０ページに記載のありますとおり、１６年度は対前期で減収減益を見通しております。な
お、経済フレームは、為替レートを１ドル１１５円、原油価格は直近の市場動向を踏まえ、１
バレル当たり上期３５ドル、下期４０ドル、通期平均で３７.５ドルとしております。 

ガス販売量につきましては、気温影響および需要家件数増による家庭用・業務用の販売
量増等により、１.０％増の見通しです。なお、用途別の内訳はプレゼン資料１１ページに掲
載しておりますので、ご覧ください。 

売上高は対前期▲１６.１％、３,０３６億円減の１兆５,８１０億円の見通しです。これは主とし
て原料費調整による販売単価の減により、都市ガス売上高が２,７１５億円減少することに
よるものです。 

営業費用は対前期▲９.４％、１,５９６億円減の１兆５,３３０億円の見通しです。これは、主
として原油価格の下落影響等に伴う原材料単価の減などにより、都市ガス原材料費が減
少することによるものです。 

この結果、営業利益は対前期▲７５.０％、１,４４０億円減の４８０億円となっておりますが、 

これは、前期に発生したスライドタイムラグの解消による８８４億円の減益に加え、年金数
理差異の償却負担増２１８億円、および、減価償却費の増加約２００億円等によるもので
す。経常利益は対前期▲７８.８％、１,４８８億円減の４００億円の見通しです。 

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、前期に減損損失等３３０億円があっ
たこと、当期に資産売却益で７０億円を見通していること等により、 

対前期▲６８.７％、７６９億円減の３５０億円を見通しております。 
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12ページにはビジョンベースのガス販売量見通しを記載しおりますので、ご参照くださ
い。 



１３ページにはセグメント別の見通しを記載しております。 
今般「電力事業」・「海外事業」を独立させるとともに、 

従来の「器具及びガス工事事業」・「その他のエネルギー事業」・「その他事業」を「
エネルギー関連事業」と「その他事業」に再編し、既存の「都市ガス事業」「不動産
事業」と合せて、６つのセグメントに整理し、平成２９年3月期第１四半期より開示す
ることとしました。 
 

セグメントの変更に関する新旧対応表を、１９ページに掲載しておりますので、ご
参照ください。 



１４ページでは、各セグメントの利益増減についてお示ししております。 

都市ガスについては、スライドタイムラグの剥落、年金数理差の拡大、減価償却費
の増加等により、▲１，０９３億円の大幅減益となっております。 
  

電力についても、小売参入に伴う販売経費の増や前年度２月に稼働を開始した扇
島パワー３号機の減価償却費増等により▲９０億円の減益を見込んでいます。 
  

海外につきましては、原油価格の下落によるプルート等、上流事業の利益減等に
より▲４１億円の減益となります。 
  

エネルギー関連については、ＬＮＧ販売のスライドタイムラグ剥落や東京ガスエン
ジニアリングソリューションズにおける工事量の減少等により▲１７４億円の減益を
見込んでおります。 



2016年度のキャッシュフローの使途について15ページでお示ししております。 



16ページには連結ベースの主要計数を掲載しております。 
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